
平成１７年度

至　平成１８年３月３１日

自　平成１７年４月　１日

 長崎県公立大学法人

決 算 報 告 書



長崎県公立大学法人

（単位：百万円）

予算額 決算額
差額

（決算－予算）
備　考

収入

運営費交付金 1,699 1,699 0
自己収入 1,871 1,865 △ 6
　授業料及び入学料及び検定料収入 1,843 1,840 △ 3 （注１）

　雑収入 28 25 △ 3 （注２）

受託研究等収入及び寄附金収入 21 74 53 （注３）

計 3,591 3,638 47

支出

業務費 3,229 3,177 △ 52
教育研究経費 1,040 1,031 △ 9
人件費 2,189 2,146 △ 43 （注４）

一般管理費 341 348 7
受託研究等経費及び寄附金事業費等 21 36 15

計 3,591 3,561 △ 30

　　　　収入－支出 0 77 77

○予算額と決算額の差異について

 (注１)授業料及び入学料及び検定料収入については、授業料未納者の除籍処分等により、予算額に比して決算額

　　　 が３百万円少額となっています。

 (注２)雑収入については、財産貸付収入が予定よりも多かったことや、設立団体(長崎県）から譲渡された過年

　　　 度未収金の一部が回収できたことが増額となった一方、当初、予算に計上していた大学入試センター試験

　　　 実施経費を受託事業として受け入れたことにより、結果、予算額に比して決算額が３百万円少額となって

　　　 います。

 (注３)受託研究等収入及び寄附金収入については、平成１６年度以前の承継寄附金の受入及び外部資金獲得に努

　　　 めたことにより、決算額が53百万円多額となっています。

 (注４)人件費については、配置人数が予算上の想定人数より少なかったため、決算額が４３百万円少額となって

　　　 います。

○損益計算書の計上金額と決算額の差異について

（１）非常勤講師人件費は、損益計算上では人件費として計上していますが、決算報告書上、業務費(教育研究

　　  経費)に計上されています。

（２）損益計算書上、業務費(教育経費・研究経費・教育研究支援経費)及び一般管理費には、設立団体（長崎県）

　    から無償譲与された固定資産に係る減価償却費が用途別に各々の経費に計上されています。

区　　　分
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